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概要

携帯電話の位置情報から得られた東京主要駅の乗降客数の変化と、東京都における実効再生産数
との関係を解析した。まず、「接触機会が外出人数の増加関数である」という自然で簡単な仮定
から、感染から感染報告までの平均遅れ時間について約 15日という現実的な推定値を得た。ま
た、この報告遅れ時間に基づいた接触機会と外出人数の関係性のフィッティングから、接触機会
の密度依存性がロトカボルテラ型より緩やかであることが見出された。さらに、この全体的傾向
からのずれとして行動変容などの効果を伺うことができること、また、特に目立つ急峻な変化が
各種要請の発出や解除のタイミングと一致していることなども見出された。
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Abstract

The relation between the number of passengers in the main stations and the infection rate of

COVID19 in Tokyo area is studied. Based on a natural assumption that the human contact

rate is an increasing function of active population density, we first determine average time

from the day of infection to the report day as 15 days. Furthermore, from the scaling relation

between the density of active population and the infection rate, we find the dependency of

the human contact rate on the population density is slower than that of Lotka-Volterra type

model.

1 はじめに
COVID-19 などの感染症の拡大防止の一般的対策
として行われる外出の制限（要請）は、これによる
人-人接触機会の低減を目的としている。このような
制限はその有効性は疑いようが無い一方で文化・社

会・経済などへの負の影響も大きいため、外出人数
のような把握が容易なマクロな量と接触機会との関
係の検証が重要である。生態・社会学の理論の側か
らも、ロトカボルテラ方程式や SIRモデルなど、ポ
ピュレーションの積で単純にモデル化された接触機
会の項が人の行動のモデルとしてどれだけ当てはま



るかを理解・検証することは意義深い。
本稿では、携帯電話の位置情報から推定した東京
主要駅の乗降客数の変化と同じく東京都における
COVID-19 の実効再生産数（感染者の相対人数が非
常に少ないことに基づけば、接触機会と比例する）
との関係から人-人接触機会の密度依存性を調べた
我々の研究 [1]を紹介し、さらにこの解析結果につ
いて議論する。

2 解析方法とデータ
2.1 解析の方針
本研究では未感染状態、感染状態、免疫獲得状態
の 3状態による簡単なコンパートメントモデル：

∆St = St+1 − St = −βC(St, It),

∆It = It+1 − It = βC(St, It)− γIt,

∆Rt = Rt+1 −Rt = γIt, (1)

に基づいて解析を行う。ここで St, It, Rt はそれぞ
れ考えている地域における未感染状態、感染状態、
免疫獲得状態の人数の比（もしくは人口密度）であ
る。β は未感染者と感染者の接触機会当たりの感染
率を表す定数であり、一般に病原体や人々の生活様
式によって決まる量である。γ は単位時間当たりの
治癒率で、ここでは疫学研究の報告から γ = 14−1

[day−1]程度にとる。後の解析のため、もっとも一般
的な SIRモデルで βStItと書かれる感染プロセスの
項の接触機会頻度を表す StIt の部分を

C(St, It) = StIt ·A(St, It, Rt). (2)

と一般化して書いてあることに留意いただきたい。
ここにA(St, It, Rt)は接触機会頻度の関数形の StIt

からのずれを表す修正項である。
感染拡大の趨勢の評価に最も大事な量である実効
再生産数（その時点における、感染者 1人が治癒も
しくは死亡までに感染させる人数の平均）が各日に
おけるこの地域での新規感染報告数の時系列 Ot か
ら次のように求められる：

Rt ≡
−∆St

∆Rt
=

Ot+td

γ

(
t∑

τ=τ0

Oτ+td e−γ(t−τ)

) (3)

ただしここで、tdは真の感染日から感染報告日まで
の時間遅れの平均であり、一般には疫学的な知見な
どから決定する必要がある。

さて今、この地域が（我々が経験したように）外出
制限などの結果として「感染機会となり得る、住居外
での活動をした人数」が大きく変化した場合を考え
る。この場合、各時点での外出人数の通常時 N̄ との
比を nt = Nt/N̄ と書けば、感染プロセス βC(St, It)

の中の St, It はそれぞれ S̃t = ntSt, Ĩt = ntIt, で
置き換えられなければならない。一方で治癒率の項
γIt はそのままであるので、ここから新規感染報告
数と実効再生産数が

Ot+td = −∆St = (βStIt)n
2
tA(St, It, Rt) (4)

Rt =
Ot+td

γIt
≈
(
β

γ

)
n2
tA(St, It, Rt) (5)

と ntに依存することになる。言い換えれば、外出制
限などで外出人数（実効的な活動を行なった人数）
が大きく変動した期間の実効再生産数 Rt の変化の
振る舞いが nt の 2乗からずれていれば、それは人-

人接触項の SIR モデル型（もしくはロトカ-ボルテ
ラや化学反応型）からの修正を示唆するということ
になる。

2.2 データ
本研究では、匿名化された携帯電話の位置情報か
ら得られた東京主要駅（東京、新宿、池袋、渋谷）に
おける乗降人数の各日推移のデータを用いる [2]。具
体的には、上述の「通常時に対する外出人数の比」nt

をこれら主要駅の乗降人数の合計の比で置き換える。
外出人数に直接に比例すると考えられるこのデータ
の存在は我々の上述の解析にとって決定的に重要で
ある。また、新規感染者報告数については東京都よ
り公表されているデータを用いた。なお、よく知ら
れているように新規感染者報告数は感染実態とは関
連が薄いと思われる曜日依存性が大きいため、前後
各 1週間の 2週間移動平均をとったものを Ot とし
て扱った。また、これに対応させて乗降人数の時系
列についても 2週間の移動平均をとった。

3 結果
3.1 報告遅れ時間 tdの推定
コンパートメントモデルを基盤とした解析の利点
として、通常は疫学的な調査から別途定める必要の
ある「感染日から報告日までのずれ」tdを推定する
ことができる点も重要である。上述したように我々
は人と人との接触機会について SIR モデルなどと
はずれた関数形も視野に入れて解析するわけである



が、その上で「接触機会が外出人数の増加関数であ
る」という仮定をおく。この仮定に基づくと、適当
に選んだ td について計算した nt と Rt の二次元プ
ロットが最も良く一価の関数で表されるような tdを
選べば良いことになる。実際、図 1に示すように、
nt−Rtプロットは遅れ時間 tdを（非現実的な）0日
とした場合には大きくループを描いて一価の関係に
ならない一方で他の研究報告の値に近い 2週間程度
としした場合はほぼ一価の関数関係にあることが分
かる。「一価の関数関係の良さ」に基づく最適な td

は（もちろん目視によってでなく）nt と Rt の順位
相関を取ることによって求められ、その値は td = 15

日である。こうして決める最適値が、他の知見から
天下り的に与えたパラメターである γの値にあまり
依存性しないことも確かめられている。
この解析に用いた仮定は、観測期間においてある
一定の数理モデルが適用可能であるとすれば非常に
自然でロバストな仮定と言える。一方で、観測期間
内の人々の行動変容やウイルスの strain の変化の効
果、またさらにはそもそもこのような巨視的量に基
づいたモデリングへの疑義まで含めれば、特に一価
の関数関係が成り立つことは全く自明では無い。こ
の点からは、今回解析対象とした 2020年の 2月か
ら９月という緊急事態宣言や就労・通学の様式の激
変があった長い期間に渡り ntとRtの関係性が関数
関係でほぼ一定に保たれていたという結果はむしろ
驚きに値すると言える。また、緊急事態宣言による
外出の最大限の抑制期間の前後で Rt が同じ曲線に
乗って上昇したことは行動変容の効果が小さかった
こと（もしくはこの期間の前から人々の感染防止行
動がかなり最適に近かったこと）をも示している。

3.2 人-人接触項の評価
報告遅れ時間 td と、実効的な人口密度 nt と Rt

（人-人接触項 Cに比例）との関数関係の良さとが見
出されたので、次にこの関数関係についてフィッティ
ングを行う。フィッティングには、SIR モデルが良
く成り立つ場合に対応する

Rt = R0n
2
t (6)

と、同じく SIR モデルの接触項の仮定を保持しつ
つ、感染プロセスに関わるポピュレーションには主
要駅での乗降客数からは捕捉されない定数項 n0 が
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図 1: 感染日から感染報告日までの平均遅れ時間
td を 0日、一週間、二週間とそれぞれとった場合
の nt と Rt の関係。順位相関から求まる最適点に
近い td =2週間の場合には nt と Rt はほぼ一価の
関係となる。

あるとした関数

R′
t = R0

(
n0 + nt

n0 + 1

)2

(7)

また最後に人と人との接触項の密度依存性が SIRモ
デルと異なるとした関数を用いた：

Rpow
t = R0n

2−α
t . (8)

この結果、最後の関数 Rpow
t が最も良いフィット

を与えることが分かった。ここで Rpow
t の形状は人

の接触項について SIR モデルから以下のような修
正がされたことに対応する：

C(St, It) = StItA(St, It, Rt) =
C0StIt
nα
t

(9)

ので、αはいわば「人の活動の主体性を示すパラメ
ター」と言えることに注意したい。すなわち、α = 0

は例えば街行く人々同士が近接する確率がその濃度
の二乗に比例するのであるからあたかも原子分子の
ように「意志無く」振る舞う場合に相当する。一方
α > 0は分子運動に比べて低密度では衝突頻度が下
がらず、また高密度では衝突頻度の上がりが緩やか
な場合に対応し、これは人々は外出するそもそもの
目的が人との接触機会（仕事、買い物、面会）と関
連しており、また移動経路上など可能な場面では人



と距離を取ろうとするものと考えると自然な補正方
向である。反対に α < 0は衝突項のより急峻な密度
依存性に対応するが、これは例えばいつもは距離を
保とうとするものの、駅や店内、電車内などで高密
度の場所が発生した場合に受動的に近接してしまう
という状況に対応する。接触頻度が密度の増加関数
でなくなってしまうというのは非現実的であると考
えると、この「人の行動の主体性」パラメターの自
然な領域は α < 2であると言える。
実データのベストフィッティングから得られる指
数は α ∼ 1であり、これは人々の行動の主体的な面
がとらえられたと考えることができる。また、α ∼ 1

すなわち接触項が密度の 1乗に近いという結果は式
(1)のコンパートメントモデルに戻って考えると別
の意味で示唆深い。今回の解析ではある地域におけ
る感染プロセスに関わる nt が時間的に大きく変化
する場合を扱ったが、今度は異なる色々の地域の平
均の人口密度比を nt によりモデリングしていると
考えてみる。この場合接触（感染）項に加えて治癒
項 γItも nt倍に修正されるので、コンパートメント
モデルの差分を表す各項が nt 倍されるだけ：

∆St = −nt · βSt, It,

∆It = nt · (βSt, It − γIt) ,

∆Rt = nt · γIt, (10)

となり、ここから計算される実効再生産数 Rt が人
口密度に依らないということになる。この面からは、
今回のフィッティングで得られた修正接触項は、平均
の人口密度の大きく異なる世界の各地域で一様に感
染拡大が起こっている現象の良い巨視モデルとなっ
ていると言うことができる。

4 まとめと展望：Scaling 関係を
超えて

以上、東京主要駅の乗降客数の変化と、東京都に
おける実効再生産数との関係についてのマクロモデ
ルを基盤とした解析から、真の感染から感染報告ま
での平均遅れ時間という調査の難しい量についての
良い推定を得たほか、人と人との接触機会の密度依
存性を評価することができた。
また最後に、これらの期間全体についての解析を
基にしつつ、全体の傾向からのずれから窺えること
についても定性的に議論したい。図 2 に示す通り、
期間全体に渡り良い相関を示す nt と Rt の時系列

をより細かくみると、ntがさほど変化していないが
Rtが大きく変化している時点があることが分かる。
興味深いことにこれらの変化は、緊急事態宣言の全
国への適用時（Rt減少）、緊急事態宣言の一部解除
（Rt 上昇）、東京アラートの宣言（Rt 減少）など今
回対象の東京圏には直接の制限などが及ばない自粛
要請や解除のタイミングと良く一致している。これ
らの、今回のモデルに沿えば βの変化に対応すると
思われるイベントについての解析には他のデータと
の照合が必要に思われる。
さらに、今回得られた接触機会の人密度依存性が地
域や社会をまたいでどれほど普遍的であるかについ
ても検証が必要である。その試みの一例として関西圏
の動向についての黒田らによる解析を参照されたい
（MSTF2020発表予定）。本研究は JSPS KAKENHI

18K03449 の支援を受けたものである。

図 2: 本解析から得られた実効再生産数（マゼンタ
実線、点線は td の補正無しの場合）と主要駅での
乗降客数比 nt（シアン破線）の時系列の比較。ス
ケーリング関係で確認した通りこれらの曲線は全
体に良い相関を示すが、緊急事態宣言などの時期
に対応したタイミングで乗降客数の変化に依らな
い Rt の急峻な変化が見られる。
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